
第三次宍粟市行政改革大綱　令和３年度取組計画

指標値 実績値

現年収納率
（市税）

％ 99.10 - -

現年収納率
（国保税）

％ 95.00 - -

【Ⅰ】-①-2

徴収率向上に
向けた取組み
の推進（市税・
国保税以外）

地域創生課
（総括）

現年徴収率
（市税・国保税を
除く。）

％ 97.35 - -

①②四半期毎に各債権の滞納状況を取りまとめ常任委員会へ報告するとともに、滞納
整理検討会議及び調整部会において対策検討を行う。
③税務課職員を講師として研修の実施に取り組む。
④行政サービスの制限について、先進地事例を参考に調査・研究を行う。
⑤債権のうち強制徴収公債権については他の部署との情報共有が可能であることか
ら、連携を図り滞納整理を強化する。

【Ⅰ】-②-1
使用料・手数料
等の見直し

水道管理課・
生活衛生課・
地域創生課

- - - - - -

①【水道管理課】水道ビジョンの改定に併せて経営戦略データの時点修正を行う中で、
水道事業経営審議会等の意見も踏まえた使用料の見直しについての検討を行う。
②【生活衛生課】ごみ処分手数料については、一般廃棄物処理基本計画の第二次中
間見直しをもとに、改定の必要性を検討する。
③④【地域創生課】使用料・手数料全般について、平成30年度～令和元年度に行った
検証内容について再度検証を行い、近隣市町の動向も含めて、施設等維持管理に一
定程度必要な使用料等を算出し改定の必要性の検討に着手する。

【Ⅰ】-②-2
分担金の見直
し

森林環境課・
農業振興課・
建設課・水道
管理課

- - - - - -

①【森林環境課】近隣市町の分担金額より高いため現行のまま運用する。
②【建設課】令和元年度に検証した内容（現行のまま）で運用する。
③【農業振興課】令和元年度に検証した内容（現行のまま）で運用する。
④【水道管理課】下水道事業において、平成30年度に検証した内容（現行のまま）で運
用しているが、現在の加入分担金や受益者負担金について市内統一を含めて検討を
行う。

単位
令和３年度

目標額

【Ⅰ】-①-1

徴収率向上に
向けた取組み
の推進（市税・
国保税）

税務課

①5月及び12月を徴収強化月間と位置づけて徴収強化を図る。特に12月は県税と共同
で一斉催告を行い、訪問、電話等による納付督励を行う。管理職等による一斉訪問徴
収については、訪問対象件数が減少したことと、自主納付を推進することから実施を見
送り、新たな手法を検討する。
②④引き続き佐用町との市町間併任人事協定を締結し、強制調査（捜索）を実施すると
ともに、預金調査の電子照会を導入することで、財産調査の強化を図る。また、実務研
修等に参加し徴収スキル向上を図ることで、納税交渉や差押等、速やかに滞納処分を
実施する。
③ＨＰ、広報紙等の媒体を通じコンビニ収納、ペイジー、クレジット収納について納税者
等に広報宣伝し、収納率の向上に取り組む。
⑤現年度滞納分を繰り越さないためにも、任期付職員及び収納事務補助員を配置し徴
収体制を強化することで、現年度課税分の効果的な徴収を行う。
⑥個人住民税の特別徴収の徹底に伴い、新規事業所に対し個別指導を行うことで特
別徴収実施率、収納率向上につなげる。
⑦電話・文書発送等による自主納付の案内、居所等調査業務の民間委託について、
個人情報保護及び費用対効果の観点から、当市への導入が可能かどうかの検討を行
う。

令和３年度の取組計画
実績額

番号 項目名 主管課名 目標指標

歳入増加/歳出削減額
（単位：千円）
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指標値 実績値
単位
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目標額

令和３年度の取組計画
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番号 項目名 主管課名 目標指標

歳入増加/歳出削減額
（単位：千円）

【Ⅰ】-③-1
広告料収入の
確保

広報情報課
ホームページに
おける広告企業
数

社 9 360

①市内事業者、市外事業者を問わず広く広告の掲載を呼び掛けるとともに、訴求力の
あるＰＲを心がける。
②山間地域での成功例がないかを検証しながら、効果的な方法を探る。
③地域で永く親しまれてきた施設の名称を変えることや、知名度が高い施設が市内に
ないことを考慮すれば効果的な取組にすることは難しいと思われるが可能性も含めて
引き続き研究する。
④広告掲載等について引き続き、効果的な募集の仕組みを検討する。

【Ⅰ】-③-2
ふるさと納税の
拡充

地域創生課
ふるさと納税総
額

千円 290,000 156,000

①令和2年度以降は随時返礼品を受付するとともに積極的に募集を行う。
②現行活用しているポータルサイト「ふるさとチョイス」・「楽天」・「さとふる」・「ふるなび」
で引き続きＰＲするとともに、はがき、ふるさと納税情報誌、期間限定の特設サイト、パ
ンフレット送付により返礼品をＰＲし寄付金の募集を行う。特に効果を見込むことができ
る「特設サイト」への掲載を増やすほか、パンフレット送付部数を増やすことでさらなる
寄付金の増加を図る。
④ガバメントクラウドファンディングによる寄付の募集を行うとともに、令和2年度から3年
間の新たな地域再生計画に基づき、企業版ふるさと納税の募集を行う。

【Ⅰ】-③-3
再生可能エネ
ルギーの利活
用

森林環境課 - - - - 2,300

①②Ｊ－クレッジトへの活用について、国の2050年カーボンニュートラルの表明を含め、
温室効果ガスの削減を取り巻く社会情勢が変化していることから、今後の動向を注視
するとともに、情報収集を行いながら調査・研究を行う。播磨圏域内における自然環境
等の保全をめざした取組を管内自治体に啓発し、森林環境譲与税を活用したカーボ
ン･オフセット等による森林整備を促す。
③小水力発電等の再生可能エネルギー施設が市内に導入されることにより、新たに固
定資産税による収入確保や雇用の創出が生まれることから、市内初の小水力発電施
設の早期設置に向け、地域と連携、協力していく。

【Ⅰ】-③-4
市有財産の有
効活用

財務課・地域
創生課・建設
課・森林環境
課

未利用地の割合 ％ 39.8 8,400 -

①【財務課】売却可能な財産は売却を進めるとともに、学校等跡地については、今後の
取扱いについての方針を整理し、計画的な運用を行っていく。
②【財務課】売却にあたっては、広報紙、しそうチャンネル、HP等を活用し周知する。
③【森林環境課】市内人工林の積極的な森林整備を進める中で、森林経営計画を林業
事業体等と共同で樹立している市有林の間伐事業に注力し、搬出間伐による素材販売
に取り組むとともに、発生する林地残材をバイオマス燃料用として販売し収益性の向上
を図る。
④【建設課】利用形態の変化により利用されなくなった法定外公共物について、市民等
からの申請により、法定外公共物の払い下げを行うとともに、法定外公共物の無断一
体使用が発覚した場合は、文書等で用途の廃止、払い下げの手続きをするよう指導す
る。
⑤【財務課】未利用財産リストの精査を図るとともに、未利用地の活用方針を整理す
る。
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指標値 実績値
単位

令和３年度
目標額

令和３年度の取組計画
実績額

番号 項目名 主管課名 目標指標

歳入増加/歳出削減額
（単位：千円）

給与費の削減率 ％ ▲ 5.7

総職員数 人 423

時間外勤務手当
額の削減率

％ ▲ 6.0

【Ⅱ】-④-2
組織・機構の効
率化と強化

地域創生課・
総務課

女性管理職比率 ％ 15.0 - -

①②【地域創生課】社会情勢の変化に対応した組織の見直しを令和３年４月１日に行
い、引き続き市民ニーズの迅速かつ柔軟な対応ができる組織のあり方を検討する。
③【地域創生課】令和２年度に導入したRPAシステムや電子決裁システムなど、ICTの
活用により行政サービスの質の向上を図るとともに、オンライン会議システムを活用し
たコロナ禍における新たな会議や事業運営による行政サービスの維持を行う。
④【総務課】年功序列的な考え方にとらわれず、管理監督能力に優れ、意欲と行動力
のある職員や能力のある女性職員の管理監督職への登用を積極的に推進し、中長期
的な管理職の退職に備えた幹部候補の育成を図る。また、男女ともに働きやすい職場
環境を醸成するため、「次世代育成支援対策推進法・女性活躍推進法に基づく特定事
業主行動計画」に基づく取組を推進する。

【Ⅱ】-④-3

人事評価制度
の導入と人材
育成等への反
映

総務課 - - - - - -

①人事評価結果を人事管理（昇給・昇格・昇任・勤勉手当支給率等）に反映するための
基準を作成し、反映実施に向けた検討を行う。
②評価者訓練研修（目線統一、面談技法等に関する研修）を実施する。
③職員意識調査（客観的に適正な評価が行われているか、期首・中間・期末面談等が
実施されているか等）を実施し、より公正、公平な人事評価になるよう検証、見直しを行
う。
④人事評価結果が職員の人事管理面において有効に活用できるよう確実な運用を行
うため、人事評価システムの導入を検討する。

【Ⅱ】-④-4
職員研修の充
実

総務課 - - - - - -

①人材育成基本方針及び令和3年度宍粟市職員研修実施基本方針・計画に基づいた
職員研修を実施する。
②広域研修組織（県自治研修所、播磨自治研修協議会、全国市町村国際文化研修所
等）に積極的に職員を派遣する。
③県土木事務所、兵庫県庁等へ研修生を派遣する。
④職員に必要な目的別市単独職員研修（政策提案（立案）、法制、接遇、倫理、人権、
メンタルヘルス等）を実施する。

①職員給与については、人事院勧告を基準として運用し、引き続きラスパイレス指数を
100未満としていく。
②職員定員管理については、地域創生総合戦略をはじめとする政策課題の解決に向
け、適切な職員数の見直しを行うとともに、引き続き計画的な人事管理を行っていく。
③時間外勤務については、単月45時間以内かつ年間360時間以内（他律的業務が多
い部署は単月100時間未満、複数月平均80時間以内、年間720時間以内）となるよう、
引き続きノー残業デーの周知徹底を図るとともに、庶務システムを活用した管理監督職
による組織マネジメントの強化や、職員の有効かつ適正な配置等によるワークシェアリ
ングに努める。
　上限規制を超えて時間外勤務を行った職員がいる部署については、その理由につい
て、整理、分析及び検証を行い、改善計画を立てる。
④通勤手当の支給基準について、見直しを検討する。

【Ⅱ】-④-1 人件費の抑制 総務課 205,500
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歳入増加/歳出削減額
（単位：千円）

【Ⅱ】-④-5
職員提案制度
の活用

地域創生課 職員提案の件数 件 30 - -

①【地域創生課】令和4年度の予算に反映できるよう計画的に進めるとともに、過去の
職員提案についての進捗管理を行う。また、職員研修の中で事業提案を行うとともに、
自由提案以外にもテーマを設定する中で募集を行う。さらに、事務の改善につながる事
例を募集し全庁的に情報共有することで事務の効率化を図る（「カイゼン」制度）。
②【地域創生課】令和元年度から開始したプレゼンテーション方式による提案募集に引
き続き取り組むとともに、審査会委員に若手職員を加える。
③【総務課】優秀な提案をした職員については、人事評価の評価基準の中で加点して
いく仕組みとしているが、今後は評価結果を人事管理（昇給や勤勉手当の支給率等）
に反映させるための基準を検討していく。
④【総務課】リスク管理基本方針に基づいたリスクの洗い出し、見える化リストの作成等
により、職場改善やリスク回避を図る。

【Ⅱ】-⑤-1
行政評価の活
用による事業
の推進

地域創生課

行政評価により
更なる改善の工
夫を試みた施策
や事務事業の数

件 10 - -

①②日ごろから防災への意識をさらに醸成するための手法等を検討し、地域防災計画
の見直しにつなげていく。
③総合計画及び地域創生戦略委員会小委員会において、「森林セラピー推進事業」及
び「宍粟女子キラキラパワーアップ応援事業」の検証及び評価を行い、森林セラピー及
び男女共同参画のさらなる推進手法を検討する。

【Ⅱ】-⑤-2
既存事務事業
の実施手法等
の見直し

税務課・商工
観光課

- - - - - -

①【税務課】市内８か所から市内６か所（山崎２、一宮２、波賀１、千種１）の会場に集約
する。
②【商工観光課】いずれのイベントも回数を重ね市民にとっては毎年期待される催しと
なっている。また、観光振興及び地域振興の目的で実施し、市と各種団体との連携によ
りそれぞれの役割を担いながら開催している。市の関与と支援を継続し、イベントを実
施していく。
③必要に応じて行政改革本部会議に諮る。

【Ⅱ】-⑤-3
民間活力の積
極的な活用

地域創生課・
生活衛生課・
上下水道課

非公募指定管理
施設の公募指定
管理移行数

- +2 - 3,700

①②【地域創生課】行政評価については外部委員会での評価を引き続き実施していく
ほか、事務等の一部または全部について委託することができないかについて、指針を
策定するのではなく、個々の状況の状況に応じて民間活用を検討していく。
③【生活衛生課】市直営ごみ収集体制は一業務のみで人員等の変動はないが、「コスト
削減」と「サービス向上」のための検討を行う。
④【上下水道課】令和2年度に引き続き、水質分析業務、配水池清掃業務及び漏水調
査業務を水道施設浄水場等運転管理業務へ包括委託する。
⑤【地域創生課】令和3年度中に指定管理期間が満了する施設について公募施設の増
加を検討したうえで指定に向けた手続を行う。指定管理者の選定にあたっては、審議
会において事業者の提案内容の評価を行う。
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【Ⅱ】-⑤-4
情報システム
の最適化

広報情報課 - - - - - -

①県のセキュリティクラウド再構築に合わせて市のネットワークを再構築する。セキュリ
ティを確保した上で利便性の向上を図る。
②コロナ対策を図りながらも業務効率を低下させないため、在宅勤務の環境整備を進
める。
③各種システムの利活用や経費について、ICTアドバイザーの支援を受けながら適正
化を図る。

【Ⅱ】-⑤-5
新地方公会計
の積極的な活
用

財務課 - - - - - -

③④国の「地方公会計の推進に関する研究会」の報告書内容から、まずは財務書類作
成・固定資産台帳更新の早期化のため、作成手法（期末一括仕訳、日々仕訳）、システ
ム処理部分の拡大、事務分担について、見直しを進める。また、セグメント分析を行い
やすいと考えられる事業や施設を選択し、セグメント分析を行うための手法を検討す
る。

【Ⅱ】-⑤-6
事務の共同化
の推進

秘書政策課・
地域創生課

- - - - - -
播磨圏域の連携中枢都市圏、播磨科学公園都市圏域の定住自立圏における各市町と
の連携のなかで、案件があれば事務の共同化について協議を進める。

【Ⅱ】-⑥-1
繰上償還の推
進

財務課 実質公債比率 ％ 15.5 84,000

①合併特例事業債活用事業、および災害復旧事業に係る起債を除いて、起債額が償
還額を上回らない額で予算編成に努める。
②決算剰余金については、地方財政法に基づくが、利息減額効果のある繰上償還を優
先し行う。

【Ⅱ】-⑦-1
扶助費の見直
し

市民課・社会
福祉課・福祉
相談課・保健
福祉課

- - - - - -

【市民課】
　資格・医療費適正化の広報周知などにより、適正受診にかかる市民の意識向上を図
る。ジェネリック医薬品差額通知等によるジェネリック医薬品利用啓発、第三者行為の
傷病原因照会、不当利得の確認をおこなうとともに、健康福祉部と連携しデータヘルス
計画、重症化予防事業等を推進することで医療費適正化に取り組む。
【社会福祉課】
・生活困窮者自立支援事業を柱として、生活に困窮されている人、困窮するおそれのあ
る人の早期発見・早期支援に取り組んでいく。
・自立相談支援事業、就労（準備）支援事業、無料職業紹介事業を一体的に運営する
ことにより、経済的に困窮する潜在的な支援対象者の堀り起こしに繋げ、就労の相談
から職場での定着支援までをワンストップで提供し、早期の自立支援に向けた取組を
進める。〔総合的な仕事の相談窓口「わくわ～くステーション」〕
・家計改善支援事業を継続することで、生活再建を考える者に対し、細やかな相談・支
援・債権資金貸付あっせん等を実施し、家計の改善及び早期の生活再生に向けた支
援を行う。
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指標値 実績値
単位
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目標額

令和３年度の取組計画
実績額

番号 項目名 主管課名 目標指標

歳入増加/歳出削減額
（単位：千円）

【Ⅱ】-⑦-1
扶助費の見直
し

市民課・社会
福祉課・福祉
相談課・保健
福祉課

- - - - - -

【福祉相談課】
・地域住民が主体となった「通いの場」の取組の継続と、拡充をはかり、高齢者の社会
的孤立の解消、心身の健康保持及び要介護状態の予防と地域の支え合いとして自主
的な見守り活動等の充実及び継続を図る。各教室で1年に1回は専門職のミニ講座を
実施し、通いの場の充実を図る。また、教室立ち上げの支援をする。
・認知症予防健診、高齢者フレイル健診を特定健診時に実施する。また出前講座や講
演会などで周知し、支援が必要な方を早期に発見し、個々に応じ家族や主治医と連携
することで、必要な支援が受けられるようにする。
・生活支援コーディネーターと連携し、地域での見守りや支え合い等を通じた地域づくり
を行う。
【保健福祉課】
・不妊治療（特定不妊治療、不育症治療）、若年がん患者妊孕性温存治療について助
成が必要な人に扶助ができるように、周知に努める。
・定期予防接種を委託医療機関以外で接種された人に、自己負担となってしまった接
種費用について扶助を行い、誰でもが安心して予防接種が受けられるように努める。
・R2より自己負担の一部助成を始めた小児インフルエンザ予防接種について、事業の
周知を図り、希望する人が助成を受けられるように努める。

【Ⅱ】-⑧-1

公共施設等総
合管理計画に
よる最適化の
推進

地域創生課・
給食センター・
上下水道課

- - - - 6,100

令和3年度は、公共施設等総合管理計画の中間見直しを行う。
①【地域創生課】波賀町域では、基本設計及び実施設計を進め、千種町域では、令和3
年12月供用開始に向けて工事を進める。集約の対象となった公共施設の解体撤去や
活用について検討を行う。
②給食センター…児童・生徒数の減少や学校規模適正化による学校の統合を視野に
入れ、給食センターの今後の方向性を政策会議等を通して決定し、給食センター整備
基本方針（案）を策定する。また、現給食センターが調理不能などの不測の事態が発生
しないよう計画的な設備の更新を行う。
③【上下水道課】下水道施設長寿命化計画（ストックマネジメント及び機能強化）に基づ
き、長寿命化に係る1処理区の実施設計（明許）及び1処理区の実施設計・工事を実施
する。下水道施設の統廃合事業については、令和2年度に策定した下水道施設統廃合
計画の実現にむけ、生活排水処理計画の変更に取り組む。

【Ⅱ】-⑧-2
建設事業費の
総枠の抑制

財務課
建設事業費削減
率

％ ▲ 6.0 36,000

①②③④
・令和４年度当初予算編成については、交付税算入のある地方債の対象となる建設事
業は、起債することを原則としつつ、令和３年度夏に作成する収支見通しを基に、建設
事業費（起債額）の総枠を設け、実施計画策定段階から調整し事業費の抑制を図る。
・学校・幼保一元化施設整備や災害復旧事業を除く、その他の特別な理由のため建設
事業費（起債額）が大きくなる場合は、後年度の負担が大きくなりすぎないよう、交付税
算入率の高い有利な起債（過疎対策事業債、合併特例事業債）の活用などを行う。
・合併特例事業債については、過疎対策事業債が活用できない市民協働センター建設
（庁舎部分）に活用するほか、過疎対策事業債の配分枠により活用できない場合にも
活用する。

6
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指標値 実績値
単位

令和３年度
目標額

令和３年度の取組計画
実績額
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歳入増加/歳出削減額
（単位：千円）

【Ⅱ】-⑨-1
補助金の整理
合理化

地域創生課 - - - - - -

①【地域創生課】新規や拡充の補助金提案がある場合にはスクラップを原則とした調整
を行う。
②③【地域創生課】令和3年度末に失効期限を迎える補助金について廃止・縮小も視野
に入れ検証を行う。

【Ⅱ】-⑩-1
繰出金等の縮
減

地域創生課・
総合病院・水
道管理課

医業収支比率 ％

公立病院
改革プラ
ンで定め

る率

70,000 -

①【総合病院】引き続き黒字確保に向けて、救急車の積極的な受入や専門外来等の拡
充に取り組むとともに、令和３年度に新病院改革プランを策定する。
②【水道管理課】事業経営の健全化や経営基盤の強化を図るため、引き続き、経費削
減に向けた取組を行う。
③【地域創生課】道の駅など収益事業を行う第三セクターは地域の雇用の場の一翼を
担っている。一方では民間事業者として独立採算の経営が求められており、公の施設
の設置者として市内外にＰＲを行い誘客の促進を図るとともに、経営改善のため、引き
続き外部人材の登用を行う。

【Ⅲ】-⑪-1
市政への市民
参画の推進

まちづくり推進
課

公募委員の比率 ％ 20.0 - - -

公募委員の比率を高めるため、引き続き次の①から③に取り組み、年次目標数値を達
成する。
①審議会等における公募委員の比率向上の取組について周知徹底を図る。
②審議会等委員の改選時期を把握し、目標達成に向け計画的に公募委員の登用を進
める。
③市民が参画しやすくなるよう、会議の開催時間や曜日の柔軟な対応を行う。

【Ⅲ】-⑪-2
審議会等への
女性参画の推
進

人権推進課
審議会等におけ
る女性委員の割
合

％ 36.3 - -

①②附属機関等の女性委員の登用に関して、各所管部署に事前協議を義務づけると
ともに、指標値を満たさない場合には、その理由等について協議を行うこととする。
③女性参画の推進に向け、ライフステージに対応した啓発事業を実施するとともに、開
催条件（場所・曜日・時間帯・託児所開設等）の配慮を行うなど、女性が社会参画しや
すい環境を整える。
　◆キラッとしそう☆パワーアップ女性セミナーの開催（リーダー養成）
　◆県共催事業「女性のための出前チャレンジ相談」の開催
　◆県共催事業「出張！女性のための働き方セミナー」の開催
　◆女性団体「しそうウィメンズネットミモザ」 の活動支援
　◆女性の社会参加を目的とした『宍粟女子キラキラパワーアップ応援補助事業及び
同事業応援委員会』の活動支援
　◆中学・高校生を対象としたデートＤＶ予防教室の開催
　◆コロナ禍における相談事業（女性相談等）の充実
④男女共同参画週間啓発講演会や出前講座等を通じて、女性が活躍することの必要
性や意義を伝えていく。
　◆男女共同参画講演会・映画会等の開催
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【Ⅲ】-⑫-1
情報提供機能
の充実

広報情報課
アンケートによる
広報しそうの読
者率

％ 90.0 - -

①宍粟市コミュニケーション戦略プランの趣旨を職員で構成する広報情報委員会で徹
底し、送り手目線ではなく受け手目線（住民目線）の情報発信を行う。
②これまで検証してきたメディア（市公式サイト・フェイスブック・ツイッター・LINE）の在り
方を継承する。またメディア相互を連携させ、それぞれの長所や短所を補う取組を進め
る。
③広報広聴推進委員会が提言した意見書に基づき、住民により身近な情報を扱う番組
づくりや広報活動を展開する。
④職員で構成する広報情報委員会で受け手目線の記事づくりをテーマにした研修を実
施する。

【Ⅲ】-⑫-2

市民ニーズや
地域課題の的
確な把握と反
映

広報情報課・
秘書政策課

- - - - - -

①宍粟市コミュニケーション戦略プランの趣旨を職員で構成する広報情報委員会で徹
底し、送り手目線ではなく受け手目線（住民目線）の情報が発信できるよう努める。
②広報広聴推進委員会が提言した意見書に基づき、住民により身近な情報を扱う番組
づくりや広報活動を展開する。
③テーマを定めた地域の懇談会「タウンミーティング」を中学校区ごとに開催し、その意
見を市政に反映する。
④ＳＮＳや公式サイト、広報紙など、一般の利用もできる情報発信手段がまとめられた
マニュアルを作成する。
⑤職員で構成する広報情報委員会で受け手目線の記事づくりをテーマにした研修を実
施する。

【Ⅲ】-⑫-3
しそう光ネット
（光ケーブル
網）の活用

広報情報課
音声告知システ
ム設置世帯の割
合

％ 97.6 - - -

①音声告知システム、防災情報連携システム等を活用し、防災・行政情報伝達を行う。
②安定稼働に向けた伝送路・機器等の適正な管理を行う。
③④したーん通信やテレビ難視対策、河川監視システム、携帯電話不感地域解消、光
インターネット環境の整備など、光ケーブル設備は十分に活用できている。引き続き、
光インフラが活用できるものがあれば検討を進める。
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